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規制改革会議 

第７回 海外人材タスクフォース   

議事概要 

 
１．日時：平成 20 年 10 月 24 日（火）17:00～18:00 
２．場所：永田町合同庁舎１階第２共用会議室 
３．議事：社会保険加入に関する迅速な省庁間連携の実現及び在留資格要件としての考慮に

ついて 
４．出席者：  
（法務省） 

入国管理局入国在留課長     沖 貴文氏 
入国管理局入国管理企画官     坂本 貞則氏 
入国管理局入国在留課補佐官     根岸 功氏 

 
（厚生労働省） 

保険局保険課課長補佐      成松 英範氏 
保険局国民健康保険課課長補佐    森 新一郎氏 
年金局国際年金課課長補佐     丸山 浩二氏 

 
（社会保険庁） 

運営部年金保険課適用・徴収対策室室長補佐   渡辺   氏 

 
（規制改革会議） 

有富慶二委員、井口泰専門委員 

 
５．議事概要： 
○有富委員 お待たせしました。規制改革会議の海外人材ＴＦを始めたいと思います。皆様にはお

忙しいところ御足労を賜りまして、誠にありがとうございます。 

 さて、本日の議題は、当会議が７月２日に公表いたしました。中間とりまとめに記載した社会保

険加入に関する迅速な省庁間連携の実現及び在留資格要件としての考慮についてでございます。 

 なお、本日の議事録及び配付資料は、いずれも後日当会議のホームページ上で公開する取り扱い

とさせていただきたく存じます。 

  

 さて、本日は本テーマに関する２回目のヒアリングということで、既に論点は整理されていると

ころでございます。事前に当ＴＦより、年末答申の案文を送付させていただきました。本日は当該

案文に対し修正御意見をちょうだいしておりますので、まずはその修正御意見について、各省 5 分
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程度で御説明をちょうだいし、その後に具体的な案文を詰めていく作業を行っていきたいと存じま

す。それでは、法務省からお願いできますしょうか。 

○沖課長 法務省のガイドライン、社会保険制度への加入の関係につきましては、原案どおりとい

うことにさせていただいております。ただ、後から気が付いたんですけれども、前回話にありまし

たけれども、社会保険制度などへの加入を在留の許可の要件にはしないんだということは、コンセ

ンサスが得られたという理解でおりまして、アにつきましては、原案どおりとしたんですが、見出

しを変えていただければ助かるかなと思っています。「社会保険制度への加入を在留資格の変更、

在留期間の更新許可のガイドラインに追記」というように修文していただきたいと考えています。

見出しに要件という文言があれば、社会保険制度への加入の有無だけで在留の許否が決定するとの

誤解を生じるおそれがあるからです。この点を除けば、基本的には、アは問題ないということで法

務省としての意見を出させていただいております。 

 イにつきましても、基本的には、中身は数字上の訂正と、わかりやすい書き方にしたという程度

でございまして、そういうことで御理解いただければよろしいかと思います。 

○有富委員 それでは、厚労省もお伺いできますか。 

○渡辺室長補佐 まず、私は、社会保険庁運営部年金保険課適用対策室の室長補佐をしております、

渡辺と申します。今日は私どもの室長がこちらの方にお邪魔する予定だったんですけれども、急に

所用ができまして出席できなくなったものですから、申し訳ありません私が代理で参りました。 

 御意見ということでございますので、アについては特段、私どもの方は御意見はございません。 

 イ以降のところでございますが、まず各論に入ります前に、私どもの方で実情を簡単にお話を差

し上げたいと思っております。御承知のとおり、今、一昨年から、年金記録問題ということで、年

金の記録問題に対応しているところでございます。御承知のとおり 5,000 万件という基礎年金番号

に統合されてない記録をございまして、今、ねんきん特別便をお送りしまして、順次、統合作業を

進めているということでございます。 

 これからのスケジュールということになるわけでございますが、この特別便を送付した後でござ

いますが、今度は 61 年までは、実は社会保険の仕事は紙台帳で仕事をしていた時代がございまし

て、その紙台帳の記録がきちんとコンピュータの方に収録されていないという御指摘も今、受けて

いるところでございます。 

 今後、今、紙台帳が全国で約８億 5,000 万枚あるわけでございますけれども、その８億 5,000 万

枚をコンピュータの記録と照合作業をしていく形になっているわけでございまして、そのスケジュ

ールが平成 22 年からということになっているわけでございます。 

 外国人の未加入の問題につきましては、私どももできる限り御協力をさせていただきたいという

気持ちはあるわけでございますけれども、今、優先順位としては、とにかく年金記録問題の解決に

向けて最大限の力を傾注しているということを一つ御理解いただきたいというところと。 

 もう一つ、私ども組織の見直しをございまして、平成 22 年１月から日本年金機構ということで

組織が大きく変わることになってございます。御承知のとおり、日本年金機構の定員につきまして

は、アウトソーシングを徹底するということでございまして、必要最小限の人員でということにな



 3

っているわけでございますので、先ほど申し上げました年金記録問題への優先的な取り組みですと

か、あるいは日本年金機構における定員の状況を考えますと、なかなか正直申し上げて外国人の適

用の促進のところまで十分お力になれるかどうかというところは、疑問に思っているところでござ

います。 

 もう一つ、私どもの実情を申し上げますと、毎年、会計検査院の実地検査ございまして御指摘を

受けているわけでございますけれども、その中でも相当数の未加入がいるという御指摘を受けてい

るところでございます。法人の中でも、本来加入しなければいけないのに加入していない方がたく

さんいらっしゃるということでございまして、そちらについてもやっていかなければいけないとい

うことで、今、非常に難しいところにあるという状況でございます。 

 その上で、イの方になるわけでございますけれども、かなり修文をさせていただいておりますけ

れども、こちらの方では、御提言の中で、加入すべき社会保険制度、判定のための書類への情報記

入を求め、その内容を基に、即座に加入すべき社会保険制度を判定し、加入手続について通知する

ような仕組みというような御提言があるわけでございますけれども、修正理由のところに書かさせ

ていただいておりますけれども、社会保険の適用につきましては、個々の事業所の就業規則、就労

実態等、こういったものに基づきまして適用の判断をしているということでございまして、一律に

条件に合致するから適用ということではございません。具体的に申し上げますと、常勤雇用者の４

分の３以上の勤務実績がないと社会保険に加入ができないというところでございまして、その判定

が個々の会社によって、就業規則が全く異なっているものでございますので、一律に社会保険加入

あるいは国保加入という振り分けできないというところがございます。 

 あと２番目に書かせてもらっていますけれども、一方で、外国人の社会保険の加入につきまして

は、私ども先ほど申し上げましたとおり、法人の未加入問題と合わせまして、喫緊の課題だと考え

てございまして、関係行政機関における連携の在り方について検討が必要だという認識でございま

す。 

 もう一つ、先ほど申し上げましたけれども、今、年金記録問題の解決を限られた人員の中で最優

先事項として取り組んでございまして、22 年１月に設立される日本年金機構の組織体制について今、

議論しているところでございますが、その定員事情からするとなかなか難しいところもございまし

て、これらを踏まえた実施可能な方策について、十分な検討期間が必要ではないかと考えてござい

ます。 

 ウの方でございますけれども、１つ修正ミスがございまして御修正をお願いしたいと思っている

んですけれども、項目の１行目でございますが、一番最後のところで保険者というところを抹消し

まして関係行政機関と直させていただいておりますけれども、これは元に戻させていただきまして、

保険者というふうにお願いしたいと思います。 

 これも先ほどの話と同じでございまして、御趣旨は非常に理解するところなんですけれども、正

直申し上げて、今の社会保険庁の体制からすると、やり方も含めまして、相当な検討が必要だと考

えてございます。 

 以上です。 
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○有富委員 暑いので上着を取っていただいて、気楽にお願いします。 

○森課長補佐 厚生労働省保険局でございます。念のためアの修文の意図について説明させていた

だきます。原案には、「それぞれに定められた年齢の範囲において」社会保険制度に加入するとい

う記述がございましたが、年金と違い、医療保険については特に年齢は関係ありませんので、その

点について修文いたしました。 

○有富委員 以上ですね。 

 それでは、井口先生、お願いします。 

○井口専門委員 今日は御足労いただきまして、どうもありがとうございます。いただいた御意見

のうち、特にイのところで、厚生労働省から御指摘の部分で、結論という部分です。結論を取って

検討だけにしておられる、１年延ばして検討というところは、私どもとしては、到底受け入れ難い

ところです。この問題は、はっきり言ってもう 10 年越しの問題です。いろいろなな自治体で、医

療機関にかかって、医療費が不払いなっているところがたくさんあることもおわかりでしょう。そ

れなのに、まだ時間がかかるとか、時間をかけてやりたいとかということは、ちょっと受け入れ難

いのです。 

 今回、修文の際に、具体的にはイのところは、削ってこられた点について、十分にいろんな書き

方があり得るし、細かく書けなければ、もう少し大まかに書くということも当然あり得ると思いま。

まずは 21 年結論と書くべきところで、これを 21 年検討にするという点については、私どもとして

は受け入れ難い点を、まず御理解いただきたいと思います。 

 もう一つは、年金記録問題でお忙しいということはわかっておりますし、新しい組織に移行する

時期であるからこそ、新しい行政手続、簡素な手続をつくっていただけないかと考えております。 

例えばフォーマットをつくっておいて、週何時間働いていますかと、通常の労働者の方の４分の

３以上ですかとか、あるいは契約期間はどのぐらいですか、どのぐらい更新してこられましたか、

そういう情報をちゃんとお取りになって、それを取る際に、例えば事業主に、立証責任を負わせて、

はんこを押して出していただく。それに基づいてとにかくどちらかにの保険制度に振り分ける。 

 変な話ですけれども、虚偽の報告があれば、もし悪意があれば、健康保険法や厚生年金保険法に

則して、それこそ細かく調査して、悪質なものについては罰則を適用していただくということでい

いのです。そのようにすれば、皆様方が、全部調べ終わらないと加入先が決まらないなどというこ

とは必要ないのではありませんか。その点をまず伺いたいと思います。要するに、私どもは、税金

を払うときも、確定申告しておりますが、後で税務調査が来るのでありまして、とりあえず出した

申告によって行政は動いているのです。ですから、皆様方のような考え方は、さかさまではないか

と思います。 

例えば税関の申告も同じでして、まずは申告する人に立証責任を課しておいて、後で間違えてい

たら、その責任を問うという形で動いているのです。そのような簡素な方法で、入管からいろいろ

情報提供があった際に、対応していただくことはできないでしょうか。まず、そこの点についてお

考えいただいて、今、何か御所見をいただけますか。 

○渡辺室長補佐 先ほど申し上げたことの繰り返しになることかもしれませんけれども、健康保険
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法上は、常用的な雇用関係があれば被保険者になるという規定になっているわけでございますけれ

ども、実態として、いわゆる常勤雇用者の勤務時間と勤務日数が４分の３を超えてなければ社会保

険の適用にはならない。御承知のとおり、パート労働者の厚生年金とか健康保険の適用の問題がご

ざいますけれども、今の実態としては、常勤雇用者の４分の３というルールがございます。 

 各会社それぞれ適用事業所があるわけでございますけれども、それぞれ就業規則が異なっており

まして、皆同じであれば４分の３ということで、勤務時間あるいは勤務日数で判定ができるのかも

しれませんけれども、なかなか会社によって就業規則等が異なってくるところがあるわけでござい

ますので、一律に機械的に判定が非常に難しいのではないか。 

○井口専門委員 機械的に判定せよなどと申し上げておりません。特に問題にしているのは、企業

に雇われているケースです。その場合に、企業側にちゃんと立証責任を課すということを申し上げ

ておりまして、皆様が立証するのではありません。そういうふうに申し上げているのですけれども、

どうしてそういう方法は取れないのですか。 

○渡辺室長補佐 今の御指摘の話は、外国人が社会保険事務所に来られて。 

○井口専門委員 入管の方で、例えば在留資格の変更をしたいとか、在留期間の延長したいという

ことで来られたときに、ガイドラインに沿って、一応状況を聞いてもらいます。実際には、どの保

険にも入っている証拠がないとわかったときに、連絡が行くということです。そういう場合、一体

どういうふうに対応していただくかというと、調査をしてくれというのではなく、できるだけ簡素

なフォーマットに沿って立証してくださいと申し上げております。最終的に埋めていったら、これ

は社会保険ですね、これは国民健康保険ですねということになり、そこで数日内に、あるいは即日

で、どちらに入るか判断していただければいいと申し上げています。 

 個別に調査しないとわからないとか、就業規則を見てないと言われましたが、そのの時点で、そ

こまでやっていただく必要はなく、皆様方の組織に、膨大な労働力、エネルギーを割いていただく

必要もない。その点は、で御検討いただけないですか。 

そのような前提で、要するに新しい年金機構などに過大な負担をかけない前提で、本制度改革に

ついて、平成 20 年度に検討・結論という方向で書かせていただけないかと申し上げているんです

が。 

そうであれば、全然、対立点はありません。年金記録問題について、それが優先課題でないなど

とは思いません。しかし、皆様方に聞きたいんですけれども、どうして医療費不払いがあっても、

これは優先課題でないのか。この問題は、同機構にとっては全然痛くもかゆくもないことでしょう

か。それは私には全く信じられない。外国人についてだけ、とにかく措置しようと言っていますが、

よく考えてみると日本人もみんな同じ問題を抱えています。とにかく、ここに限っても、入管との

連携によって、確実に社会保険に入っていただくことを実現しようというのです。非常に、局部的

にしか御提案申し上げてないのです。ということで、基本的には連携の仕組みといいますか、加入

を促進するためのやり方について、平成 20 年度で結論を出していただくことができるんではない

かと、申し上げているのです。 

○渡辺室長補佐 そこは加入促進をするための連携の仕組みということであれば、私ども、やぶさ
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かではないと思っておりますけれども、ただ、20 年度の検討・結論ということになりますと、新し

い日本年金機構の組織の形がまだ見えないところがございますので、その中でどういったやり方が

できるかというのは、正直言って、本当にきちんとした検討ができるのかと思うところがございま

す。 

○井口専門委員 そちらの組織が動くのを待てというのは、それは、組織の都合を優先することで

すよ。外国人の方々が日本にたくさん住むようになってから、もう長いのです。昔からの課題なの

です。決して突然起きたことでもないし、この件については、今年の春から何度も厚生労働省でお

話し合いをしているのです。ですから、突然、今から結論を出してくださいと申し上げているので

はないのです。基本的なことだけここで合意していただけないと、動き出せないので、そこで何と

か再検討をお願いしたいというふうに申し上げているのです。それでも今、うかがっているところ

によると、私どもの案文を勘違いされているのではないかと思います。 

○渡辺室長補佐 決してそういうことではございませんで。 

○井口専門委員 私が申し上げているのは、基本的には、例えば企業に立証責任を課すことで、皆

さんが全部調べ尽くすということではないのです。そこは恐らく前提が違っていると思います。 

○渡辺室長補佐 私は少なくとも簡便な方法でということで理解をしてございます。ただ、細かい

話かもしれませんけれども、簡便な方法という、いわゆるチェックシートに相当するものだと思う

んですけれども、そのチェックシートがきちんとつくりきれるのか。きちんと案内ができるのか。

この人は社会保険、この人は国民健康保険ということで、チェックシートだけで本当にきちんと振

り分けができるのかというところが。 

○井口専門委員 では、一体だれが決めるというのですか。皆様方は専門家ですから、チェックシ

ートぐらいつくっていただかないと困るではないですか。さもないと、だれも決められないですよ。

実態を聞いたら、それが事実なら、こちらです、こういう事実なら、あちらですということを言う

べきなのは、皆様方です。それが言えないというのは、ほとんど行政の責任の放棄でしょう。判断

もできないというのは。 

○渡辺室長補佐 そういう意味ではなくて、私どもの考え方は、今、社会保険事務所の方で、それ

ぞれの適用事業所、会社の事業計画に基づきまして調査を行っているわけでございますけれども、

仮に我々の持っているところでできるとすれば、外国人の未加入者の情報をいただいて、その情報

に基づいて、調査の中でお調べをして、それで健康保険に加入すべきなのか、あるいは国保に加入

すべきなのか、そこで判断をさせていただいて。 

○井口専門委員 私どもは、そのようなことは、言っていないのです。 

○渡辺室長補佐 国民健康保険に入るべき人であれば、該当する市町村の方に御案内差し上げるこ

とはできるかと思います。 

○井口専門委員 皆様方は、すごく手間がかかることしか考えておられないのですよ。手間のかか

らない方法です。要するに、関税の手続だってそうなのです。欧米などでは、企業の側から、これ

は一体幾ら関税がかかるか全部自分で計算させて、提出させて、それでどんどん通関していく。検

査して変なものがあったら、そこから捕まえて、ある意味で一網打尽にするということはあります
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が、一つひとつを全部調べ切るということは、欧米でもヨーロッパでもしてはいないのです。そん

なことをやっていたら、行政はまわっていかないのです。 

 ですから、皆さん方は従来のやり方にこだわってらっしゃるのです。今、必要なのは、とにかく、

外国人をどの保険かにに入れてあげることで、それが。どんなに重要かということを、社会保険庁

ないし厚生労働省の幹部の方に、御理解いただかないと困るのです。決して、そんなに組織に負担

をかけることではない。できるだけ簡便に、とにかくどこかに早く入っていただくということなの

です。この点について、幹部の方に御説明いただけないですか。 

 それは皆さん方にかかっているのです。そういう趣旨だということで決済していただかなければ

いけないのです。フォーマットをつくる自信がないということですか。 

○渡辺室長補佐 いや、なかなか一律にというところが。 

○井口専門委員 では、いつまでだったらできるのですか。いつまでもできないように聞こえるの

ですけれども。 

○有富委員 できない理由を限りなく言っていたら解決しないので、ねんきん特別便で忙しいのも

わかるけれども、それを皆さん方が直接おやりになっているとは思えないので、２、３人で２、３

か月一生懸命考えれば方法論が出てくるので、行政はそういうわけにはいかないかもしれないけれ

ども、その方法が完璧じゃなくても、一応結論を出して動かしてみる必要はあるし、法務省がここ

までガイドライン化すると言ってくれているものを、上手に実現しないと、日本の世のため国のた

めにならないね。 

○渡辺室長補佐 済みません。ちょっと舌足らずだったかもしれませんけれども、イのところの修

正理由の①のところに触れておりますけれども、一番最後の行でございます。先ほどから申し上げ

ているとおり、なかなか機械的に振り分けをするのが難しいということでございまして、このよう

な不確かな情報を提供することによって、むしろ混乱を招くのではないかと思っているところもあ

ります。 

○井口専門委員 では聞きますけれども、私どもの入っているのも、全部不確かだというのですか。

皆様方にチェックしていただいてないのに、私は例えば厚生年金に入ってしまっている。ある方は

国民年金に入ってしまっている。全部不確かだとおっしゃるのですか。 

 そうではないですよ。ひとつひとつ判断して保険に入っているのであって、その判断が間違って

いたら、指摘していただければいいけれど、そちらとしては、一切振り分けできないなど言ってい

たら、無保険の人を増やすだけではないですか。当分、どの保険にはいったらわからないから、加

入しないでくださいというのに等しい。どれかに入ってくださいと言わなければいけないのに。 

 もしなかなか確認もできない場合、自動的に市町村が職権で国民健康保険に入れていいというな

らその方がすっきりしています。しかし、それは国保に流れ込む結果を招くので私は好ましくない

と思って申し上げているのです。それとも元に戻して、以前いろんな市町村でやっていたように、

どこにも加入できない者は、国民健康保険に入ってください。そういう通知を出していただければ

一番すっきりしてしまうのです。 

○渡辺室長補佐 決してそういうことではなくて、基本的に仮の届け出というのは、事業主に義務
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を課しているわけです。仮に未加入の外国人がいるとするならば、加入の要件を満たしてないので

はないかと思うところもあるんですけれども。 

○井口専門委員 請負とか派遣とか、最近では、雇いどめ問題もあるため、クーリングの期間をあ

けるとか、いろんなことをやっています。その結果、はっきりいって、ますますわかりにくくなっ

ているんです。わかりにくくなっているのを承知の上で、とにかくどれかに入れるということを考

えなければいけないわけです。ですから、はっきり言って、すぐにはわからないのです。少なくと

も申告されてきた条件に基づいて、判断できるのではないかと申し上げているのです。皆さん方が

調べたことではなくて、事業主に必要な条件を書いてくださいと記入して、はんこを押したものに

ついて、それで判断がどうしてできないんですか。週当たりの本人の労働時間が一般従業員の４分

の３以上という要件も、１年続けて働くと見込まれるかどうかも、フォーマットにしていただけれ

ばいいのです。私どもがお願いしているのはその程度のことです。 

 もしそれで虚偽のことがあれば、あるいは、健康保険法に基づいて、それが繰り返し行われてい

た場合は罰則を発動していただければいい。私は、この罰則がが発動された例を聞いたことがない

のです。規制改革要望にも出ているはずで、既存の罰則で対応できるというお答えは、社会保険庁

からいただいています。しかし、実際には、どうやって発動するお考えなのですか。どうやったら、

この罰則が発動できるのですか。適用した例は全くないのですか。○渡辺室長補佐 今までそうい

う条文を発動したことはございません。 

○井口専門委員 労働基準監督官もそうだけれども、何度か是正勧告を求めて、それでも是正され

なかったらば、その後で司法処分するという基準をつくっているのです。皆さんはその手順をつく

ってないから、いつまで経っても、その罰則を発動できないではないですか。基準をおつくりにな

ったらどうですか。 

そういうことも含めてここでお願いしているのです。そうすることによって、むしろ皆さんの成

績が上がり、国民から評価されることになると思います。そこのところ、もう一回持ち帰って検討

していただけないのか。どうしても結論は嫌とか、１年延ばせという御指摘については、私どもは、

承服できません。○有富委員 何年結論とかならまだ話もできるけれども、検討で終わってしまっ

ている。官僚言葉で検討というのはやらないということじゃないですか。 

○渡辺室長補佐 決してそういうことではございません。 

○井口専門委員 でもそういうふうにしか思えませんね。検討しても、いつやるのかわからなくな

ってくるのです。ですから、結論の表現は取れない。 

○有富委員 どうぞ 

○沖課長 法務省は、アとイは関連しているということで検討したんです。それはなぜかというと、

個人情報を集めるのは法に基づかなければならない。その個人情報を使うのは、法律の範囲内でな

いとだめだということです。そうすると、ガイドラインに追記するということは、規制強化につな

がらないような形で、許可要件とはならないような形なんだけれども、積極要素、消極要素として

入れようかということで、それは入管法の在留審査の裁量の範囲内ぎりぎりのところで書こうとし

ているんです。それで情報を集めようと。 
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 しかし、これをどういうふうに使うかといったときに、受け手がなければ、それはちょっとでき

ないので、イが延長されるのであれば、アも延長していただきたいと思います。 

 さっきイのところの修文については言いませんでしたけれども、簡単に言えば、「言い過ぎ」、「書

き過ぎ」、規制強化につながるところについては直させていただいたんですが、今の話であれば、

アの方もペンディングにさせていただかないと、それは個人情報保護との関係から難しいのかなと

いう気がいたします。 

○井口専門委員 今のお話は、具体的にどこが引っかかるとおっしゃるのですか。 

○沖課長 イが延長されるのであれば、アも延長する。 

○井口専門委員 そういう考え方もあるかもしれません。しかし、、入管当局には、この問題の重

要性を理解していただいていると思っていたのに、そのようにおっしゃるということは、やはり御

理解いただいていないということなりますね。 

 要するに、これを検討だけで済ますということは、ガイドラインに載せるのをもうやめますとい

うことですか。 

○沖課長 しかし、受け手がないのにどうするんですか。 

○井口専門委員 入管は外国人の方々の在留に責任があるはずですから、やれることはやっていた

だかなければいけないんです。その後、国内官庁が、やるべきことをやらなかったとしても、それ

は入管の責任にはならないです。入管としてやるべきことをやっていただきたいのです。そういう

意味では、そこは先行してやっていただかなければ困ります 

○根岸補佐官 入管は先行してやろうと思っていたんです。入管の意見を見ていただくとわかると

思いますけれども、入管の修文どおりになったとしても、若干タイムラグはあいて、とりあえず意

思表明的に入管は社会保険のところを大事に思っているというのをガイドラインに載せて、当面、

実際はそこを見て、在留の許否が変わったりするのは余りないかもしれない。情報がうまく取れて

ないので、確認手段が確立していないから、個別によく調べたらわかったという、ごくまれなケー

スでしか、不利益処分には結びつかないかもしれませんが、社会保険の加入状況も入管は見ると宣

言する意味はあると思います。 

 とはいえ宣言しておいて、確認手段がないというのはどうか。できれば、うちのイメージしてい

たのは、その後にだんだん仕組みができることによって、実際に何かの手段で確認して、それは簡

便ではないのはいけないというのがありますけれども、これを見せてもらえれば確認できますとい

うのがもしできれば、それで確認できない、つまりは入ってないと思われる人について社会保険庁

に通報するのか、本人に言って社会保険庁に相談した上で手続を取って、いつまでに来てください

と。来なかったら不許可にするかもしれない、不許可にするのが目的ではなくて、入らせるのが目

的でしょうから、余談ですけれども、既に３月に載せたガイドラインの中で、外国人登録に関する

ものを載せています。そこでは、住所の把握とかが新しい在留管理制度を見据えて重要だというこ

とで、そこをきっちり、今まで以上に見ましょうと、今までも見ていたんですけれども、はっきり

そこを明確に言いましょうということで、ガイドラインだけを見ると、ちゃんとやってない人はだ

めですよと書いてあるわけですけれども、実際それは不許可にしているわけではなくて、ちゃんと
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市町村へ行って住所を変えてきてくださいと、変えてきてから我々は審査する。それで実際に変え

てきていただいています。でもそれによって記録はどんどん正しくなっていっているんです。 

 それは、別に不許可が目的ではないですから、みんな正しく制度を履行していただいて、許可を

与えるというのが、みんなハッピーでいいわけなので、そんな方向にできればと思っていたんです。 

 そこは、２段階目が余りにも先になったときに、宣言したままというのがずっと長いのがどうな

のかという問題提起です。決して入管が、それはもう不要だと思っていると言っているわけではな

い。不要だと思ったら、最初からこんな意見は出しません。 

○有富委員 だから、厚労省にはさっきから結論を出してほしいと言っているんです。 

○井口専門委員 現行のガイドラインのもとですら、入管当局がチェックをしていながら、、例え

ば、国税だけではなく、地方税を払いましたといっていながら、その後、税金を滞納している外国

人が現実にはいるそうです。そこまで、全部フォローしてくれということまで申しておりません。

とにかく通知が来たときに、保険に加入させることだけやっていただきたいのです。加入手続を、

本人ないし事業主に取ってもらう上で、グッドタイミングだと思います。ここで加入してもらおう

と言っているんです。つまり、その後、ずっとウォッチしてくれというところまでは、とてもお願

いできないのですそんな膨大な御負担にはならないはずだと思います。 

 とにかく、保険加入の判定のできるシートづくりについて、先延ばしせずに動いてくだされば、

入管は、これをガイドラインに書くことが考えられます。○有富委員 次手を考えざるを得ません

ね。例えば公開ヒアリングとか、余りにもみっともない。これ以上議論しても、ここでＯＫと言え

る状況にはないと思うし、しかし、このままでこちらはＯＫということにもならないので、ペンデ

ィングで事務局で１回話し合いをしてみてくれますか。何か意見ありますか。 

○事務局 今いただいている修文で取れる部分は取った上で返さないと、時間も無駄になってしま

うので、それはやった上で、今は多分結論が書けるかどうかというところと、あと年度をどうする

かというところだと思うのです。そこについて、再度検討いただくということで、いずれにしろ、

案文を改めて整理してお出ししますけれども、特に今、法務省さんの御意見として、時期はともか

く、結論がないとアがもたないという問題があります。 

○有富委員 ＰＤＣＡで結論がないプランなんてないと思うのです。物事は覚悟で、具体的な問題

があったら、それはその時点で話し合えばいい。 

○井口専門委員 前回のフローチャートを実際のフォーマットに落とし込んでいただくというこ

とはいかがですか。帰られたら、年金記録問題の仕事しかしておられない、などとは思えない。 

○有富委員 忙しいのはわかるけれども、これは頭を使う話であって、年金記録問題は体を使う話

だから。それでは、そういうところでいいですか。 

○事務局 はい。また、週明けに改めて整理して御提示いたしますので、よろしくお願いします。 

○有富委員 それでは、お時間も迫ってまいりましたので、本日の「海外人材ＴＦ」を終了したい

と思います。なお、本日、詰めました年末答申案分につきましては、清書した上で、事務局で改め

てご連絡いたしますので、よろしくお願いします。 

 それでは、お時間となりましたので、本日の議事を終了したいと思います。ありがとうございま
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した。 


